
証券コード 2438
平成27年７月９日

株 主 各 位
広島市安佐南区祇園３丁目28番14号

株式会社アスカネット
代表取締役社長 福 田 幸 雄

　

第20回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第20回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご案内申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます。

　つきましては、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同

封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年７月23日（木

曜日）午後５時30分までに到着するよう、ご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬 具

記

1. 日 時 平成27年７月24日（金曜日）午前10時

2. 場 所 広島市南区松原町１番５号 ホテルグランヴィア広島３階「飛鳥」

（会場が前回と異なっておりますので、末尾の会場ご案内略図をご

参照いただき、お間違いのないようご注意ください。）
3. 目的事項

報告事項 第20期（平成26年５月１日から平成27年４月30日まで）事業報告の

内容および計算書類報告の件

決議事項

議 案　剰余金の処分の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

○ 株主総会参考書類、事業報告ならびに計算書類に修正が生じた場合にはインターネ
ット上の当社ウェブサイト（http://www.asukanet.co.jp/）において修正後の事項
を掲載させていただきます。

○ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申しあげます。
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〔添付書類〕

事 業 報 告

（平成26年５月１日から
平成27年４月30日まで）

1. 会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過およびその成果

当期における我が国経済は、政府の積極的な経済政策や日銀による金融政策な

どにより、所得や雇用環境の改善傾向が見られ、景気はゆるやかな回復基調が続

いております。

景気動向に左右されにくい葬祭市場に対し、遺影写真等画像映像のデジタル加

工や通信出力サービスを主に提供するメモリアルデザインサービス事業、１冊か

ら本格的写真集という新しい写真のアウトプット手法を提案するチャレンジング

なビジネスであるパーソナルパブリッシングサービス事業、空中結像という今ま

でにないユニークな技術で、新しい市場を創造し、夢の実現を目指すエアリアル

イメージング事業、それぞれに位置づけや特色が異なる三つの事業を展開してま

いりました。

また、新サービスとして「ギフトネットコム」をリリースしましたが、想定ど

おりにはサービスの受け入れが進まず、残念ながら平成27年10月末をもってサー

ビスを終了することといたしました。

平成26年８月の局地的集中豪雨により本社１階が浸水しましたが、多くの方々

の支援により、最小限の被害に留めることができました。

　

セグメント別の事業の概況は以下のとおりであります。各セグメントの業績数

値にはセグメント間の内部売上高を含んでおります。

【メモリアルデザインサービス事業】

当事業におきましては、引き続き画像処理の高い技術力や充実した自社サポー

ト体制という強みを生かし、着実に新規顧客を獲得するとともに、既存顧客には、

サイネージや音楽を用いた新サービスなどの葬儀演出用ツールの浸透を図ってま

いりました。

堅調な新規顧客獲得による遺影写真加工収入やサイネージなど葬儀演出ツール

が伸長し、額の売上も順調に増加しました。一方、前期に見られた駆け込み需要

の反動により、サプライ品やハード機器の売上はやや減少しました。

以上の結果、売上高は2,282,526千円（前期比102.2％）、セグメント利益は

757,228千円（前期比102.3％）となりました。
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【パーソナルパブリッシングサービス事業】

当事業では、国内プロフェッショナル写真市場は「アスカブック」、海外プロフ

ェッショナル写真市場では「AsukaBook」、国内一般消費者市場は「マイブック」

ブランドで展開しております。

　国内プロフェッショナル写真市場では、高評価をいただいている「ZENレイフラ

ット」や「オンデマウント」の売上が好調でした。また、「赤ちゃん等身大フォト

アワード」の開催や、引き続いての全国セミナーの実施や展示会への出展等によ

り市場への浸透を図ってまいりました。

　海外プロフェッショナル写真市場では、多くの会社が参入しており、特にアメ

リカ市場において苦戦が継続しております。

国内一般消費者市場では、新規参入が多く見られ競争環境は激しくなっており

ますが、当社は品質、品種、発注用ソフトウェア等で優位に立っていることから、

写真愛好家層などデザインや品質を重要視する層の囲い込みに注力し、価格競争

からは一線を画してまいりました。マイブックにラミネート加工を施した製品を

ラインナップに加えるとともに、各種イベントや企業とのタイアップによるサー

ビス提供を強化してまいりました。スマホユーザー向けには、OEM供給にむけた準

備を行ってまいりました。

　費用面におきましては、水害を機に一部印刷機を更新したことにより減価償却

費が増加したほか、OEM供給に向けた準備のため人件費や経費が発生しました。

　以上の結果、売上高は2,638,227千円（前期比105.4％）、セグメント利益は

491,258千円（前期比98.7％）となりました。

　

【エアリアルイメージング事業】

当事業は、空中結像技術を用いた新しい画像・映像表現により市場を創造する

ことを目指し、平成23年３月に開始しました事業であります。

　マーケティング面におきましては、空中結像を可能にする特殊なプレート（AI

プレート）の試作品を販売してまいりました。平成26年10月に出展したCEATECで

は、協力各社による具体的な活用提案の反響が大きく、問合せなどへのフォロー

を丁寧に行ってまいりました。また、研究開発面では、新しい技術の特許申請や

取得をいたしました。

　一方、生産面におきましては、量産技術確立を最重点課題として進めており、

着実に前進いたしました。ガラス製パネルについては量産の目処がたっており、

その実現に向け動いております。樹脂製パネルにつきましては、量産技術の確立

に向け注力しております。
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以上の結果、売上高は56,338千円（前期比193.6％）、セグメント損失は82,108

千円（前期は80,394千円の損失）となりました。

　

【その他】

平成26年12月から「選べるギフト」に特化したECプラットフォーム「ギフトネ

ットコム」サービスを開始いたしました。コンセプト自体には高い評価をいただ

きましたが、利用は想定を大きく下回ってしまい、今までにない手法の浸透には

相当な時間を要すると判断し、平成27年４月末をもって新規のギフトコードの販

売を終了し、サービスは平成27年10月末をもって終了することとしました。

その結果、ギフトネットコードの発行金額は10,979千円となり、コードの未交

換もあり、粗利ベースでの手数料収入は1,141千円にとどまりました。また、広告

宣伝の実施やシステムの改善等のコストが発生したことにより、セグメント損失

は94,822千円となりました。

以上の結果、売上高は4,978,061千円（前期比104.4％）となり、費用面につき

ましては、OEM供給のための準備コストの発生やギフトネットコムでの損失の計

上、印刷機更新による減価償却費の増加等により、経常利益は643,485千円（前期

比88.6％）となりました。また、水害発生に伴う受取保険金77,819千円を特別利

益に、ギフトネットコム終了に伴う減損損失76,346千円を特別損失に計上し、当

期純利益は425,097千円（前期比95.4％）となりました。

　

セグメント別の売上状況は以下のとおりであります。

（単位：千円、％）

事 業 売 上 高 対 前 期 比

メモリアルデザインサービス事業 2,282,526 102.2

パーソナルパブリッシングサービス事業 2,638,227 105.4

エ ア リ ア ル イ メ ー ジ ン グ 事 業 56,338 193.6

そ の 他 1,141 ―

セ グ メ ン ト 間 の 内 部 売 上 高 △171 ―

合 計 4,978,061 104.4
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(2) 対処すべき課題

今後の見通しとしましては、企業業績の回復など明るい兆しがあるものの、市

場における競争環境の激化により楽観できない状況が継続するものと思われます。

このような環境のもと、継続して成長していくために、以下の項目を対処すべき

課題と認識しております。

① 既存事業の成長

従来より展開しておりますメモリアルデザインサービス事業、パーソナルパブ

リッシングサービス事業とも安定した売上、利益を獲得しておりますが、さらな

る飛躍を課題として認識しております。

両事業とも、サービスの高いクオリティーによるブランド力を強みとして、安

易な価格競争には陥らないことを基本方針とし、豊富な顧客基盤を生かした新し

い製品・サービスの展開や、技術力を生かした新しいマーケットの創出を目指し

てまいります。

また、既存顧客からの満足度をさらに高めるため、技術力、ユーザーサポート

力、商品提案力に磨きをかけ、それらを下支えする人材の育成に力を注いでまい

ります。

② 新規事業へのチャレンジ

平成23年より開始しましたエアリアルイメージング事業は、そのユニークな技

術力、シンプルな構造、利用可能性の広さなどから、展示会やデモンストレーシ

ョンなどでの評価は高く、さまざまな業種の会社に試作品の販売を行っておりま

すが、まだ収益化はしておりません。さらなる研究開発を進めるとともに、量産

の実現により、収益化に向けて全力で取り組んでまいります。

また、この他にも成長の原動力とするべく、これまで当社で蓄積してきたノウ

ハウを活用した新たな事業にチャレンジしてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援とご協力を賜ります

ようお願い申しあげます。
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(3) 設備投資等の状況

当期における設備投資の総額は、５億50百万円であります。その主な内容は、

パーソナルパブリッシングサービス事業における生産設備の購入であります。所

要資金は自己資金を充当いたしました。

　

(4) 資金調達の状況

当期における資金調達はありません。

　

(5) 財産および損益の状況の推移

期 別

区 分
第 17 期

(平成24年４月期)
第 18 期

(平成25年４月期)
第19期

(平成26年４月期)
第20期(当期)

(平成27年４月期)

売 上 高 (千円) 4,485,458 4,533,609 4,767,056 4,978,061

経 常 利 益 (千円) 737,467 664,329 726,361 643,485

当 期 純 利 益 (千円) 426,826 406,937 445,803 425,097

１株当たり当期純利益 ( 円 ) 101.95 97.20 26.62 25.40

総 資 産 (千円) 3,770,568 3,967,763 4,357,454 4,495,812

純 資 産 (千円) 3,028,344 3,363,613 3,687,653 3,862,463

１株当たり純資産 ( 円 ) 723.34 803.45 219.87 230.69

（注）当社は、平成24年５月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行いましたが、
第17期期首に当該株式分割が行われたと仮定し、また、平成26年11月１日付で普通株式１株に
つき４株の割合で株式分割を行いましたが、第19期期首に当該株式株式分割が行われたと仮定
し、１株当たり純資産および１株当たり当期純利益を算定しております。

　

(6) 重要な親会社および子会社の状況

該当事項はありません。

　

(7) 主要な事業内容

区 分 事 業 内 容

メモリアルデザインサービス事業
遺影写真の加工通信出力、葬儀演出サービスの作成、付随す
るシステム機器およびサプライ用品等の販売

パーソナルパブリッシングサービス事業
個人向け写真集（マイブック、アスカブックおよびオートア
ルバム）の製造・販売、関連するソフトウェアの開発・販売

エ ア リ ア ル イ メ ー ジ ン グ 事 業
空中結像技術を利用した製品等の企画、開発、製造および販
売
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(8) 主要な事業所

本 社 広島市安佐南区

フ ュ ー ネ ラ ル 事 業 部 広島市安佐南区

関 東 支 社 千葉市美浜区

東 京 支 社 東京都港区

びわこオペレーションセンター 滋賀県大津市

　

(9) 従業員の状況

従 業 員 数 前 期 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

314名 ＋29名 34.7歳 7.3年

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員（期中平均雇用人員129名）は含まれておりません。

　

2. 会社の株式に関する事項

(1) 発行済株式の総数 17,464,000株（自己株式774,108株を含む）

(2) 株主数 6,101名
　

(3) 大株主（上位10名）

株 主 名 持株数(株) 持株比率(％)

福 田 幸 雄 5,580,000 33.4

ア ス カ ネ ッ ト 従 業 員 持 株 会 753,900 4.5

株 式 会 社 広 島 銀 行 380,000 2.3

木 原 伸 二 324,000 1.9

功 野 顕 也 297,600 1.8

松 尾 雄 司 172,000 1.0

大 澤 英 紀 166,700 1.0

福 田 俊 也 165,000 1.0

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 144,000 0.9

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 138,100 0.8

(注)1. 持株比率は自己株式を除いて算定しております。
2. 当社は自己株式774,108株を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。

　

(4) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。
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3. 会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度末日における当社役員が有する新株予約権の状況

　該当事項はありません。

　

(2) 当事業年度中に当社従業員等に交付した新株予約権の内容等

　該当事項はありません。

　

(3) その他新株予約権等の状況

該当事項はありません。

　

4. 会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 福 田 幸 雄 ＣＥＯ

常 務 取 締 役 松 尾 雄 司 ＣＯＯ

常 務 取 締 役 功 野 顕 也 ＣＦＯ兼ＡＩ事業担当

取 締 役 細 井 謙 一

広島経済大学経済学部教授
公益財団法人ひろしま産業振興機構
経営委員会委員
公益財団法人広島市産業振興センタ
ー理事

常 勤 監 査 役 戸 田 良 一
リベレステ株式会社社外（非常勤）
監査役

監 査 役 小 田 富 美 男 小田人事・システム研究所所長

監 査 役 柏 信 憲 二
柏信税理士事務所所長
復建調査設計株式会社社外（非常
勤）監査役

(注)1. 取締役細井謙一氏は、社外取締役であります。
2. 監査役戸田良一氏、小田富美男氏および柏信憲二氏は、社外監査役であります。
3. 監査役戸田良一氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の

知見を有するものであります。
4. 監査役米今喜作氏は、平成26年７月25日開催の第19回定時株主総会終結の時をもって、辞任

により退任いたしました。
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(2) 取締役および監査役の報酬等の額

取 締 役 ４名 91,740千円

（うち社外取締役） （１名） （3,000千円）

監 査 役 ４名 12,732千円

(注)1. 監査役４名はいずれも社外監査役であります。
2. 上記監査役の支給人員には、平成26年７月25日開催の第19回定時株主総会終結の時をもって

退任した監査役１名を含んでおります。

(3) 社外役員に関する事項

区 分 氏 名 重要な兼職の状況 当社での主な活動内容
責任限定契約

の内容

取締役 細 井 謙 一

広島経済大学経済学
部教授
公益財団法人ひろし
ま産業振興機構経営
委員会委員
公益財団法人広島市
産業振興センター理
事

当事業年度に開催した19回の取締役
会のうち15回に出席し、主にマーケ
ティングの専門家としての見地およ
び企業アドバイザーの経験からの発
言を行っております。

責任限定契約
は締結してお
りません。

監査役 戸 田 良 一
リベレステ株式会社
社外（非常勤）監査
役

当事業年度に開催した19回の取締役
会のすべておよび12回の監査役会の
すべてに出席し、主に公認会計士と
しての専門的見地および経営的見地
からの発言を行っております。

責任限定契約
は締結してお
りません。

監査役 小田富美男
小田人事・システム
研究所所長

当事業年度に開催した19回の取締役
会のうち17回および12回の監査役会
のすべてに出席し、主に人事、労務
の専門家としての見地および異業種
経営者の経験からの発言を行ってお
ります。

責任限定契約
は締結してお
りません。

監査役 柏 信 憲 二

柏信税理士事務所所
長
復建調査設計株式会
社社外（非常勤）監
査役

当事業年度のうち任期中に開催した
13回の取締役会のうち12回および９
回の監査役会のすべてに出席し、主
に税理士としての専門的見地からの
発言を行っております。

責任限定契約
は締結してお
りません。

(注)1. 当社と広島経済大学、公益財団法人ひろしま産業振興機構、公益財団法人広島市産業振興セ
ンター、リベレステ株式会社、小田人事・システム研究所、柏信税理士事務所および復建調
査設計株式会社との間に資本および取引等の関係はありません。

　 2. 監査役戸田良一氏は、東京証券取引所の規則に定める独立役員として同取引所に届け出てお
ります。
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5. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額 (千円)

当事業年度に係る報酬等の額 14,000

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

14,000

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に
係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　
(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。
　

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の合意に基づき、監査役会が会計監査人を解任い
たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株
主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

上記の場合の他、監査役会は、会計監査人による適正な監査の遂行が困難であ
ると認められる場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出する
「会計監査人の解任または不再任」に関する議案の内容を決定いたします。
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6. 業務の適正を確保するための体制
(1) 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制
・全役職員が、法令・定款・社内規程・企業倫理を遵守するため、コンプライア
ンス行動指針を定めるとともに、研修を充実させる。
・社長を委員長とした「リスク管理・コンプライアンス委員会」を毎月１回開催
し、各部署からの情報収集や議論、情報発信を通じて、全役職員のコンプライア
ンス意識を高める。
・法令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制としての内部通報制度
を構築する。

　
(2) 取締役の職務の執行に係わる情報の保存及び管理に関する体制
・取締役会議事録、経営会議議事録、稟議書など取締役の職務執行に関する重要
な文書等については、法令及び社内規程に基づき適切に保存するものとする。

　
(3) 損失の危機の管理に関する規程及びその他の体制
・リスク管理のうち情報管理については「情報リスク管理規程」及び「個人情報
保護規程」を制定し、その浸透を図る。
・各部署の業務に付随するリスクについては各部署で対応するとともに、「リスク
管理・コンプライアンス委員会」に情報を集約し、適切な処置をとる。
・内部監査室は、各部署の業務執行につき、損失の危険のある行為または状態の
有無について監査要点とし、そのような行為を発見した場合は、直ちに社長及び
「リスク管理・コンプライアンス委員会」に報告し、適切な処置をとる。

　
(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・毎月１回の定時取締役会に加え、必要に応じ臨時取締役会を開催する。
・毎月１回取締役と各部署責任者による経営会議を開催し、各部署の状況を的確
に把握するとともに、取締役会付議事項の審議を行う。
・取締役が職務執行を効率的に行うため、「組織規程」「業務分掌規程」「職務権限
規程」等各種規程を定める。

　
(5) 企業集団における業務の適正性を確保するための体制
・現在、子会社に該当するものが存在しないが、将来において子会社等を設置す
る場合には、子会社管理規程を整備し、必要な体制等を確立する。
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(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する事項

・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役と協議
のうえ、補助使用人を置くものとする。

　
(7) 前号の使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確

保に関する事項
・前号の使用人を置く場合には、当該使用人の業務指示は監査役が行うものとし、
当該使用人の異動、評価、懲戒については、監査役の同意を得ることとし、取締
役からの独立性を確保する。

　
(8) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に

関する体制及び報告を行った者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱
いを受けないことを確保するための体制

・取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実や行為を発
見した時は、直ちに監査役に報告するものとする。
・監査役は独立性をもって、各部署に赴き、業務の状況の確認やヒアリングをす
ることができる。
・監査役に対して報告を行った者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱
いを受けることを禁止し、その旨をコンプライアンス行動指針に記載するととも
に、研修等で周知徹底を図る。

　
(9) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職

務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
・監査役の職務の執行について生ずる費用については、所定の手続により会社が
負担する。なお、監査役は、当該費用の支出にあたり、効率性及び適正性に留意
するものとする。

(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査役は、取締役会、経営会議その他重要会議に出席するとともに、書類の閲
覧や質問を行うことができる。
・監査役は、各部署の会議その他あらゆる場面に出席することができる。
・監査役は、内部監査室や監査法人と連携し、効率的な監査を行う。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中の記載数字は、金額については表示単位未満を切り捨て、比率については四捨五

入して表示しております。
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貸 借 対 照 表

(平成27年４月30日現在)
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資産の部) (負債の部)

流 動 資 産 2,500,846 流 動 負 債 625,298

現 金 及 び 預 金 1,710,536 買 掛 金 100,169

売 掛 金 564,897 未 払 金 133,734

商 品 及 び 製 品 77,197 未 払 費 用 62,908

仕 掛 品 14,747 未 払 法 人 税 等 105,364

原材料及び貯蔵品 44,811 前 受 金 31,462

前 払 費 用 21,100 預 り 金 11,108

繰 延 税 金 資 産 61,522 賞 与 引 当 金 118,400

そ の 他 9,235 そ の 他 62,150

貸 倒 引 当 金 △3,203 固 定 負 債 8,050

固 定 資 産 1,994,966 退 職 給 付 引 当 金 6,795

有形固定資産 1,578,416 そ の 他 1,254

建 物 524,783 負 債 合 計 633,348

構 築 物 8,276 (純資産の部)

機 械 及 び 装 置 391,648 株 主 資 本 3,827,730

車 両 運 搬 具 3,100 資 本 金 490,300

工具、器具及び備品 92,416 資 本 剰 余 金 606,585

土 地 432,702 資 本 準 備 金 606,585

建 設 仮 勘 定 125,489 利 益 剰 余 金 2,995,777

無形固定資産 178,524 利 益 準 備 金 1,693

特 許 出 願 権 等 9,985 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,994,084

ソ フ ト ウ エ ア 157,724 繰 越 利 益 剰 余 金 2,994,084

そ の 他 10,814 自 己 株 式 △264,931

投資その他の資産 238,025 評価・換算差額等 22,420

投 資 有 価 証 券 70,200 その他有価証券評価差額金 22,420

出 資 金 10 新 株 予 約 権 12,312

長 期 貸 付 金 3,280

長 期 前 払 費 用 1,803

繰 延 税 金 資 産 32,333

そ の 他 130,406

貸 倒 引 当 金 △9 純 資 産 合 計 3,862,463

資 産 合 計 4,495,812 負債・純資産合計 4,495,812

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成26年５月１日から
平成27年４月30日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 4,978,061

売 上 原 価 2,443,002

売 上 総 利 益 2,535,058

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,896,791

営 業 利 益 638,267

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,492

受 取 手 数 料 566

為 替 差 益 688

災 害 見 舞 金 790

そ の 他 1,108 5,645

営 業 外 費 用

自 己 株 式 取 得 費 用 426

経 常 利 益 643,485

特 別 利 益

受 取 保 険 金 77,819

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 738

減 損 損 失 76,346 77,085

税 引 前 当 期 純 利 益 644,219

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 229,978

法 人 税 等 調 整 額 △10,856 219,122

当 期 純 利 益 425,097

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成26年５月１日から
平成27年４月30日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

当 期 首 残 高 490,300 606,585

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ―

当 期 末 残 高 490,300 606,585

(単位：千円)

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 1,693 2,702,954 △122,635 3,678,896

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △133,967 △133,967

当 期 純 利 益 425,097 425,097

自 己 株 式 の 取 得 △142,296 △142,296

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― 291,130 △142,296 148,834

当 期 末 残 高 1,693 2,994,084 △264,931 3,827,730
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(単位：千円)

評価・換算差額等
新株予約権 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金

当 期 首 残 高 3,101 5,654 3,687,653

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △133,967

当 期 純 利 益 425,097

自 己 株 式 の 取 得 △142,296

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

19,318 6,658 25,976

当 期 変 動 額 合 計 19,318 6,658 174,810

当 期 末 残 高 22,420 12,312 3,862,463

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
　

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(1) 有価証券の評価基準および評価方法

　 その他有価証券

時 価 の あ る も の………決算期末日の市場価格等に基づく時価法

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しております。

　(2) たな卸資産の評価基準および評価方法

商品・製品・原材料・仕掛品………移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）

貯 蔵 品………最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）

　(3) 固定資産の減価償却方法

有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

………定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除

く）については、定額法

なお、主な耐用年数は、建物３年～39年、機械及び装置２年～10

年、工具、器具及び備品３年～８年であります。

無 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

リ ー ス 資 産

………

………

定額法

なお、耐用年数は、特許出願権等５年、自社利用ソフトウェア５年

であります。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

なお、リース期間は５年であります。
　(4) 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可

能性を検討して、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金………従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負

担額を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金………従業員の退職により支給する退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用し

ております。
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　(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式により処理しております。

　

2. 貸借対照表に関する注記

　(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,280,060千円

　(2) 担保に供している資産およびこれらに対応する債務

　 担保に供している資産

　建 物 61,748千円

　土 地 75,992

　 計 137,740

なお、担保付債務はありませんが、上記建物及び土地に対する根抵当権極度額は、180,000千円

であります。

　

3. 損益計算書に関する注記

減損損失について

当社は、ギフトネットコムに係る固定資産について減損損失を計上いたしました。

当初想定した収益を見込めず、当事業年度末においてサービスを終了する決定をしたことから、

当事業年度においてギフトネットコムに係る工具、器具及び備品5,757千円、ソフトウエア

70,589千円の合計金額76,346千円を減損損失として特別損失に計上しております。

将来キャッシュ・フローが見込めないことから、帳簿価額全額を減損損失として計上しており

ます。

なお、当社のグルーピングの方法は、原則として事業の区分によっております。
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4. 株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

当事業年度期首株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済 株 式

普 通 株 式 4,366,000 13,098,000 ― 17,464,000

合 計 4,366,000 13,098,000 ― 17,464,000

自 己 株 式

普 通 株 式 179,527 594,581 ― 774,108

合 計 179,527 594,581 ― 774,108

（注)1. 発行済株式の増加は、平成26年11月１日付の株式分割によるものであります。
2. 自己株式の増加は、平成26年11月１日付の株式分割によるもの538,581株および平成27年３

月11日の取締役会決議による取得によるもの56,000株であります。

　(2) 配当に関する事項

① 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日

平成26年７月25日
定時株主総会

普通株式 133,967 32.00
平成26年
４月30日

平成26年
７月28日

　

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当金の原資
配当金の総
額（千円）

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日

平成27年７月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 133,519 8.00
平成27年
４月30日

平成27年
７月27日

（注）平成26年11月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。
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5. 税効果会計に関する注記

　(1) 繰延税金資産・負債の主な原因別の内訳

　 流動の部

　繰延税金資産

　 賞与引当金 38,869千円

　 貸倒引当金 786

　 未払事業税 10,568

　 未払事業所税 2,237

　 未払販売手数料 388

　 未払社会保険料 5,840

　 未払確定拠出年金 991

　 たな卸資産 1,840

　繰延税金資産合計 61,522

　 固定の部

　繰延税金資産

　 退職給付引当金 2,178千円

　 ソフトウエア 8,362

　 投資有価証券評価損 7,308

　 減損損失 25,063

　繰延税金資産合計 42,913

　繰延税金負債

　 その他有価証券評価差額金 10,579

　繰延税金負債合計 10,579

　繰延税金資産の純額 32,333

　

(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成27年３月

31日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平

成27年５月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の35.4％か

ら、回収又は支払が見込まれる期間が平成27年５月１日から平成28年４月30日までのものは32.8

％、平成28年５月１日以降のものについては32.1％にそれぞれ変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が7,369千円減少し、当

事業年度に計上された法人税等調整額が8,463千円、その他有価証券評価差額金額が1,093千円そ

れぞれ増加しております。
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6. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　 ① 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期の定期預金など安全性の高い金融資産に限定し、資金調達に

ついては金融機関からの借入を基本としております。また、デリバティブ取引や投機的な取引

は行わない方針であります。今後、リスクを回避するためにデリバティブ取引を行う必要が生

じた場合には、規程等の整備を行った上で実行する方針であります。

　 ② 金融商品の内容およびそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外向け販売から生

じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。

投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リ

スクに晒されております。また、必要に応じて従業員等に対し貸付を行っており、貸付金は信

用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金及び未払金等は、全て１年以内の支払期日であります。また、営業債務

は、流動性リスクに晒されております。

　 ③ 金融商品に係るリスク管理体制

当社は、債権管理規程に従い、営業債権及び貸付金について、管理部が主要な取引先等の状況

を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理し、営業部門と連携し、回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。

当社は、外貨建ての営業債権については、ほぼ２カ月以内に決済されることから、為替の変動

リスクをヘッジしておりません。投資有価証券については、発行体（取引先企業）の財務状況

等の把握に努め、四半期ごとの決算で適正な評価を行っております。

当社は、管理部が月次に資金繰状況を管理するとともに、手許流動性を一定水準以上維持する

ことにより、流動性リスクを管理しております。
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　(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成27年４月30日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のと

おりであります。

貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 1,710,536 1,710,536 ―

(2) 売掛金 564,897 564,897 ―

(3) 投資有価証券

　 その他有価証券 70,200 70,200 ―

資産計 2,345,634 2,345,634 ―

(4) 買掛金 (100,169) (100,169) ―

(5) 未払金 (133,734) (133,734) ―

(6) 未払法人税等 (105,364) (105,364) ―

負債計 (339,268) (339,268) ―

(注) 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

(3) 投資有価証券

投資有価証券の時価は、取引所の価格によっております。

(4) 買掛金、(5)未払金、(6)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

7. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 230円69銭

　(2) １株当たり当期純利益 25円40銭

　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

　損益計算書上の当期純利益 425,097千円

　普通株式に係る当期純利益 425,097千円

　普通株主に帰属しない金額 ―千円

　普通株式の期中平均株式数 16,738,374株

(注) 当社は、平成26年11月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行いました。１株
当たりの各金額は、当事業年度の期首に株式の分割をしたと仮定して計算しております。

8. 重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書

平成27年６月15日

株 式 会 社 ア ス カ ネ ッ ト

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 柴 田 良 智 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 吉 田 秀 敏 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アスカネットの平成
26年５月１日から平成27年４月30日までの第20期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を
行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査
の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書謄本

監査報告書

　当監査役会は、平成26年５月１日から平成27年４月30日までの第20期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本
社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載
されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株
式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第
３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について
定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。以上の方法に基づ
き、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び

検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための
体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年
10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め
ました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成27年６月19日

株式会社アスカネット 監査役会
常勤監査役 (社外監査役) 戸 田 良 一 ㊞
監査役 (社外監査役) 小 田 富 美 男 ㊞
監査役 (社外監査役) 柏 信 憲 二 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

議 案　 剰余金の処分の件

当社は、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、

配当性向30％を目安に、業績に応じた配当を継続して実施してまいりたいと考えて

おります。

上記方針のもと、当期の期末配当につきましては、以下のとおりといたしたいと

存じます。

(1) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金8.00円 総額133,519,136円

(2) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成27年７月27日

以 上
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〈メ モ 欄〉
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至広島IC

至広島東IC・広島空港

ホテルグランヴィア広島ホテルグランヴィア広島
二葉通り

博多方面

東京方面

京橋川

上柳橋東詰

新幹線

JR広島駅

広島駅

的場的場

駅
西
高
架
橋

駅
西
高
架
橋

駅
前
大
橋

駅前大橋南詰駅前大橋南詰

株主総会会場ご案内略図

会場(
広島市南区松原町１番５号
ホテルグランヴィア広島３階「飛鳥」
電話番号：(082）262-1111（代表) )

　

　

交通のご案内
●ＪＲ広島駅新幹線口直結

　

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年06月25日 18時25分 $FOLDER; 28ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）


